
会 議 録 

 

１ 会議名 

令和 4年度第 3回上越市地域包括支援センター運営協議会 

２ 議題（公開・非公開の別） 

（１）令和 4年度地域包括支援センターの運営状況について（公開） 

          ①令和 4年度重点取組業務について 

・相談支援に関する対応力の向上（職員のスキルアップ、関係機関等と 

の連携強化）  

 ②業務実施状況(令和 4年 12月末時点) 

（２）令和 5年度の重点取組業務について（公開） 

（３）地域包括支援センターに関する次期委託契約について（非公開） 

 

３ 開催日時 

令和 5年 2月 14日（火）午後 7時から 8時 30分まで 

４ 開催場所 

福祉交流プラザ 2階 第 1会議室 

５ 傍聴人の数 

0人 

６ 非公開の理由 

   上越市審議会等の会議の公開に関する条例第７条第４号(意思形成過程事項)に該当 

する「次期委託契約の方向性」について審議するため。 

７ 出席した者（傍聴人を除く。）氏名（敬称略） 

・委 員：五十嵐広隆(会長)、原等子(副会長)、梨本由美子、植木信宏、田中美紀、 

馬場隆信、白倉由利枝、内藤伸子、江部健幸、佐藤正孝、吉村敏樹、 

加藤智範、竹田德子 

・事務局：小林福祉部長 

すこやかなくらし包括支援センター 渡辺所長、岩﨑次長、高宮上席社会 

福祉士長、福田副所長、佐藤保健師長、小酒井主任、坪井主任 

       高齢者支援課 伊藤副課長 

福祉課 牛木副課長、八木副課長、内田係長 



８ 発言の内容 

〈3 議題〉 

（１）令和 4年度地域包括支援センターの運営状況について（公開）（資料１） 

 ①令和 4年度重点取組業務について 

・相談支援に関する対応力の向上（職員のスキルアップ、関係機関等との連携強化）  

②業務実施状況(令和 4年 12月末時点) 

坪井主任：資料 1により説明。 

植木委員：資料１の２ 業務実績（１）④の第 1号介護予防支援・指定介護予防支援の業務

のケアプラン作成実績は、居宅事業者に委託した分も含まれているか。 

坪井主任：地域包括支援センターの直営分と委託分の合計した件数を計上している。 

（２）令和 5年度の重点取組業務について（公開） 

坪井主任：資料 2により説明。 

原 委 員：認知症について、早期発見・早期対応は重要なことではあるが、それだけを意

識してしまうと、支援を拒否されたり、認知症探しになってしまう可能性がある。

住民や支援者が、受診させなければいけないという意識だけでいると、認知症の

人を特別視したり、あるいは認知症になったら施設に入るしかないといった、誤

った意識が醸成されてしまうおそれがある。認知機能が低下しても地域で暮らし

続けられるよう、共生を目指した地域づくりが欠かせないと考える。地域包括支

援センターの取組においても、共生の社会を念頭に置いて気をつけながら行って

いただきたい。 

佐藤保健師長：認知症の人への早期発見・早期対応の視点だけでなく、認知症とともに生きる

という共生の視点や、認知症の理解も含め、地域の意識の醸成を促していきたい。 

江部委員：重点取組業務である自立支援に向けた対応力の向上を図る上で、地域ケア個別

会議、地域ケア推進会議は、社会資源として足りないものを提案していく機能と

して重要である。来年度における会議の方向性について具体的なものがあれば教

えて欲しい。 

小林部長：今年度、福祉課を中心に地域福祉計画を策定している中で分かってきたことが

ある。地域には地域ケア推進会議以外にも、生活支援コーディネーターが 28の地

域自治区で実施する協議体会議や社会福祉協議会が支援する住民福祉会による地

域懇談会等の類似した三つの会議がある。各会議の参加者は民生委員・町内会・

福祉関係者等であり、メンバーの多くが重複している。またそれぞれが、連携せ



ずに行っていたイメージがあり、来年度 1回位は合同で会議を開催し広い視野で、

地域を見ていくきっかけにしていきたいと考えている。三つの会議を効果的に組

み合わせて開催することにより、地域課題等を把握し、新しいサービスとしてど

のようなものが必要か、地域の中でどう見守っていくか等を地域の皆様と考えて

いきたい。 

江部委員：ケース対応だけではない役割が地域包括支援センターにはある。そのような取

組は大事である。 

白倉委員：令和 4 年度は、地域包括支援センターの職員を対象にした研修の中で、社会福

祉協議会の取組について説明する機会を得た。令和 5 年度は、地域福祉の底上げ

を図れるよう、社会福祉協議会としても地域包括支援センター等と連携を深めな

がら、取り組んでいきたい。 

小林部長：地域福祉と地域包括支援センターの業務の連携は不可欠なものと考えている。

地域全体を見ることが大切であり、今後、少しずつ改善していきたい。皆様方の

ご協力がないとできないと考えている。 

（３）地域包括支援センターに関する次期委託契約について（非公開） 

 

９ 問合せ先 

福祉部すこやかなくらし包括支援センター支援係  

   TEL：025-526-5623（内線 302） 

E-mail：sukoyaka@city.joetsu.lg.jp 

 

１０ その他 

別添の会議資料も併せてご覧ください。 
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